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理学部教職員の
皆さんに訴える

昨年10月，教宮部会世話人会は，評議員選挙に

際して「訴え」を出しました。今1985年。日本の

教育や学問，文化にとって，大きな幽り角になりそ

うとE乙の年の年頭にあたり，再度，理学部教職員の

各位に，以下の点について訴える次第であります。

臨教審と教育の自由化，多様化

今年は，臨教審が教育制度や共通一次入試制度を

めぐって，矢つぎぱゃに答申を出すでしょう。かつ

て高度成長期には安上りの技術者や労働力の大量育

成が求められ，乙れと並行して，さまぎまな形で教

育に対する管理・統制が強められてきました。そし

て今日，従順ではあるが，個性や創造住のとEい若者

が多くなり，他方では，非行や落ち ζぼれが続出す

るようになってきました。乙の為，実業界では，個

性的で且つ創窓性のある人材を求める声が強くなっ

てきました。それで今日， 「教育の自由化」ゃ「多

様化」治組』ばれている面もあるように恩われます。

しかし，すべての若者が個性的，且つ創意的にな

ったのでは困るのでしょう。行きつく先は，一部の

エリートを選別し，養成する為の「自由化」ゃ，「多

様化」になるのではないでしょうか。大学としてら

この大きな合唱の圏外に在る乙とはでき伝くなるで

しょう。したがって， 「自由化」ゃ， 「多様化Jの

狙いが伺であるのか，慎重に見きわめでい〈必要が

あるのではないでしょうか。
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人濡らし政策による大学の危機

もっと身近なところで，大学は現在大きな問題に

直面しています。今年8月から実施される国家公お

員の60才定年制と，乙れに伴う退践者の「後任者不

補充」の閣議決定は，乙れまでの長年に亘る定員削

減と経常費の抑制にともはう困量産を一挙に顕在化さ

せるものです。伝えられると乙ろによると，京大全

体で 141名の退強者が見込まれ，乙れによって生ず

る欠員ポストのうち， 42名分は第6次定員削減分

として削られ，その上更に，閣議決定による減員分

が27名色上乗せされるとの乙とです。従って，補

任可能な数は，何と約半数の72名との乙とです。

理学部でも 8名の退聡予定者iζ対し，補任可能数

は約2名との事です。後任の補充ができf.tいと，各

教室，施設では業務に重大f.t支障を来す恐れがあり

ます。既に小規模教室や施設では，定員内臓員が極

端に減ってしまい，存立の基盤がくずれようとして

います。

学生の臨時増募

乙のようf.t大学の状況にもか』わらず，昨年2月

に，昭和61～鉾手頃からの高校卒業生の急措期に対

応するため， 「学生の臨時増募」ができないかとの

間合せが文部省から来ました。一方で，定員を削減

しておき信がら，人員や設備の保障なしに，lト 20

$＋，の学生の水槽しカ泊球f.t~.かという乙とです。しかも

1～2年限りの乙とではなく，数年にEって「増募J

をつづけてほしいとの要請です。理学部もこれに対

しては「摺募」の方向で回答を出しましたが，教育

や研究への悪影響を避けるためにどのよう在方策が

考えられているのでしょうか。

〈組織運営の見通し〉

人減らしと並行して，もっと直接的に大学の組織

運営の「合理化Jを求めた「見直しJの要請が，昨

年 5月文部省から各大学事務局長に出されています

（末尾・資料参照〉。
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文部省は「行革に関する当面の実施方針Jにもと

づくとして，大学に対しては，その特殊性を考慮し

て「自主的，継続的見直し」を求めるとしています

が，その一方で，毎年，郷算要求提出時までに文部

省へ「検討状況の報告書」の提出を求めています。

明らかに新規の概算要求と連動させて，財政誘導に

より fscrap and build Jを進め，大学の再編

を図ろうというものです。更に驚く乙とには，「見直

しjの参考倒として文部省が挙げている項目は，

I）大学の各機関の位置づけ，在り方。 2）教員

の配置，分担，人事交流，民間能力の活用など。

3）教育・研究遂行上の工夫改善，研究成果の評価

と活用，一般教養・専門課程編成上の問題。 4）管

理運営の効率化，合理化，事第処理体制の一元化，

民問委託の促進等。 5）その他，（入試，就職指

導，国際交流，附属研究施設の問題〉，等々に及ん

でいます。

乙れ程広範に，かつ単に事務機構の問題に留らず，

教員の人cyJ配置，研究の評価，教育課程の編成等，

大学固有の領分．大学自治の根幹に触れる所まで踏

み込んで，具体的に例示して「見直し」を迫って来る

という乙とは，一昔前には考えられなかった乙とで

あります。

各大学では，それぞれ委員会を作って「見直しJ

の検討を始めていると伝えられています。乙のよう

伝重要伝内容をもっ「見直しJの検討には，広〈学

部教蹟員の意向が反映されるべきであります。間違

っても，概算要求実現のための迎合的な「見直しJ

,~ ＇＂らないよう注怠を喚起するとと色に， 「検討の

報告書Jが学部教臓員tζ公表されるよう求めるもの

です。

産学共同

大学の自律性を弱めるもう一つの要因として，f産

学共同」の問題があります。政府・文部省は，定員

削減や経常授の抑制で大学を締めつけながら，他方

で「財政誘導Jによる大学の再編と「産学共同Jtζ 

熱心です。「組織運営の見直し」の通知と相前後し

て，昨年5月， 「産学共同推進についてJの通知が

文部省から出されています。研究費不足tと悩む研究

者は，背tζ腹は替えられずととの時流に乗っていく

ことになるでしょうが，やがて深い所で大学の存立

を脅やかす侵蝕が進むのではないかとおそれるのは

杷憂でしょうか。伝えられる所によると．使途が比

較的自由な奨学寄附金（受託研究費とは別）は，京

大全体で校費の約10ヲ厳にも逮するようになってい

るとの乙とです。乙れの特定分野への集中を考える

と，一部の部局や，研究室では，外部資金への依存

が抜き難い体質になっているようです（京大蔵組

「教宮部会ニュースJNi25: 1984年5月参

照）。

乙のような外部資金でうるおゥている研究室の一

部には， 「東京医科歯科大学等の例」ほど極織では

ないけれども，魔敗現象の兆が見え始めていると伝

えられるのは，あながら，貧者のひがみだけではな

いようです。

( 21世紀を目指す京都大学の在り方〉

以上述べたようとE事態が進めば， 10年後， 20年後

の日本の大学．学問の研究と教育はどうなるでしょ

うか。

乙のようえE憂慮すべき状況の一方で， f京都大学

将来計画検討委員会jは， 「21世紀を展望した京

都大学の在り方および，それに即した施設の整備」

を目指して検討を開始しています。その申で，キャ

ンパス問題と関連して「京阪奈正俊学園都市Jが大

きくクローズアップしているようです。昨年暮，験

組本部教員部会は，京阪奈丘陵の現地視察に行きま

したが，それによると，三府県にまたがる ζの丘陵

地帯とは，その実殆んどが京都府下の南山域地域の

乙とで，府境・県境の接する奈良県側の平域団地内

の高台から展望すると，奈良県側も大阪府側L「耕

して天に到らんJばかりに無残にも緑がftjぎ取ら仇

開発し尽されており，京都府側のみが，厳しく乱開

発を抑えて来たためか，強かな緑が広がっているの

が望めたとの乙とです。その丘陵地mt,，今は殆ん

-2-
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どが，大土地資本に買占められており，乙れか閣発

そ急がせているというのが現地の人々の見方のよう

t<hl78;1985年新年号

論

旨にふさわしい，生き生きとしたメディアとしての

役割を期待するものであります。

評部学理

りわお

しか志曲り角iζ

さしかかった1985年初年頭ζあたり．われわれは忙し

さに埋没する日常性から一歩離れ，「何故乙ん々に忙し

いのか」を考えてみようではありませんか。そして，

大学の在り方に思いをいたし，乙のまま成り行きに

まかせておいてよいのかどうか考えてみようではあ

大学をめぐる厳しい状況の中で，

参照）

われわれは，京都大学の将来計画の検討において

は，単tζ抱設計画だけが先行するのではなく，大学

の中味として，どのような伝統をうけつぎ，同を新

らしく発展8せるかについて，大学をめぐる現在の

きびしい状況を見究めた上で，もっとさまぎまな分

です。（京大職組新聞

りませんか。現実適応と実利効用が帽を利かすよう

になってきた流れの中で，京都大学が，そして，理

どのような舵取りすればよいのか考えてみ

オープンな

議論が行なわれる乙とを望むものであります。「21

野で，いろいろな組織や階層において．

学部が，

ょうではありませんか。来るべき学部長選挙および

評議員選挙はそのための良い機会ではないでしょう

か。

ζのよ

うな議論を集約していく作業を通じて乙そ描き得る

ものと考えます。乙の意味で，学内の動きゃ，学部

の動きを伝えるべき「京大広報」ゃ「理学部弘報」

が，形式化し，内容に乏しく，殆んどが時期遅れの

世紀を展望した京都大学の在るべき姿」は，

事後報告になっているのは嵐念な事であります。乙

のような変動期において乙そ，それぞれの創刊の趣 理学部支部教官部会世話人会
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1 9 8 5年 1月

組

簸

運

営

の

見

直

し

を

各

大

学

に

要

請

ー
今
年
度
以
降
五
J

六
年
間
、

微
算
要
求
は
検
討
結
果
の
報
告
が
原
則
｜

ス

文
田
即
省
＠
宮
地
大
学
局
長
は
十
回
目
。
国
立
大
学
・
務
局
長
会
訟
の
席
よ
、
国
立

大
学
等
k
h
v
同
り
る
組
験
及
び
運
営
の
見
直
し
を
各
大
学
K
要
請
し
た
。
と
れ
は
臨
調

答
由
甲
や
、
と
と
し
一
月
の
「
行
政
改
革

K
関
す
る
当
面
＠
実
施
方
針
」
賦
掻
決
定

κ

基
づ
き
、
国
立
大
学
等
に
つ
い
て
は
大
学
の
自
治
左
ど
そ
の
特
殊
性
を
考
慮
し
て
別

途
に
行
政
管
理
庁
と
四
回
議
し
て
い
た
も
の
で
、
と
の
ほ
ど
見
直
し
の
実
施
要
項
（
マ

ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
・

ν
ピ
晶

l
）
を
定
め
近
〈
各
国
立
大
学
等
に
正
式
通
知
す
る
。

そ
れ

K
よ
る
と
、
見
直
し
の
実
施
徴
関
は
国
立
ー
学
校
特
別
会
計
織
成
後
関
と
を
つ

て
h
g
h
p

、
た
だ
し
学
年
進
行
や
整
備
途
上
念
ど
の
特
殊
穆
情
＠
あ
る
と
と
る
は
除
か

れ
て
い
る
。
実
施
期
間
は
国
立
大
学
等
以
外
が
六
カ
月
左
の
に
対
し
今
年
度
以
降
室

t

穴
年
以
内
。
各
大
学
が
自
主
的
、
継
続
的

K
見
直
し
を
行
う
。
そ
し
て
各
機
関
k

b

け
る
見
直
し
状
況
を
毎
年
度
、
概
算
要
求
提
出
時
ま
で
に
文
部
省
へ
胡
報
告
書
を
提
出

す
る
ほ
か
J

見
直
し
検
討
結
果
を
適
宜
報
告
す
る
ζ

と
を
義
務
づ
け
て
い
る
。

主
た
、
見
直
し
に
当
？
た
っ
て
の
検
討
事
項
と
し
て
参
考
例
を
提
示
、
そ
と
で
機
院

の
位
置
付
け
、
教
臨
職
員
の
配
置
、
管
理
選
営
上
の
効
率
化
を
ど
を
具
体
的
に
示
し
て

い
る
。
特

k
e務
処
理
の
簡
素
・
合
理
化
、
事
務
機
構
の
一
一
冗
化
左
ど
事
務
処
理
体

制

K
関
し
工
夫
・
改
善
す
べ
き
問
題
は
在
い
か
求
め
て
い
る
。
各
大
学
は
と
の
実
施

要
項
を
多
考

κし
て
、
学
内

K
倹
討
の
た
め
＠
委
員
会
瞳
曹
を
厳
け
、
金
郡
局
等
の
組

織
や
運
営
の
全
鍛
に
わ
た
っ
て
体
系
的
念
見
直
し
を
符
力
的
K
進
め
る
よ
う
強
〈
要

請
し
て
い
る
。

念
h
g

、
今
後
、
組
韓
聞
及
び
定
員
F
h

係
る
概
算
要
求
を
行
う
場
合
、
原
則
と
し
て
そ

の
必
要
性
を
ど
も
含
め
、
当
該
要
求
事
項

κ関
連
し
た
見
直
し
念
ど
の
検
討
結
果
を

と

b
ま
と
め
よ
う
求
め
て

h
g
h、
そ
の
細
目

K
つ
い
て
は
別
途
に
通
知
す
る
。
具
体

的
医
低
学
科
の
新
飯
を
要
求
す
る
場
合
、
ま
ず
そ
の
学
部
の
見
直
し
が
前
提
で
、
そ

の
結
果
、
学
科
の
百
円
鍋
底

K
よ
る
－
A

タ
ラ
フ
プ
・
ア
ン
ド
・
ピ
ル
ド
に
よ
る
学
斜
新

般
を
行
左
う
と
い
う
も
＠
で
、
新
増
骨
院
は
さ
ら

κ厳
し
〈
念
っ
て
い
る
。

一
方
、
園
立
学
校
以
外
は
統
計
数
理
研
、
国
立
少
年
自
然
の
家
、
国
立
西
津
美
術

館
が
見
瓜
し
の
対
曲
軍
機
関
と
左
ヲ
て
い
る
。

ー教文（篤三種郵便物包可J/R）第 753号



回
国
立
大
学
枯
一
月

k

b
け

る

組

織

及

び

週

営

む

見

直

し

の

実

施

に

ヲ

い

て

の

実

施

要

項

は
次
の
通
h
y
o

－

目

的
昭
和
四
年
1
月
釘
日
付
け
閣
議
決
定
「
行
政

改
草

K
関
す
る
当
面
の
実
施
方
針
に
つ
い
て
」

の
趣
旨
を
踏
ま
え
て
、
社
会
的
要
請
や
教
育
研

究
よ
等
の
必
要
性
及
び
そ
の
変
化
に
適
切
に
対

応
し
、
国
立
大
学
等
に
怠
け
る
学
術
研
究
の
一

層
の
進
展
、
教
育
柑
曹
の
円
滑
念
遂
行
、
そ
の
他

組
織
及
び
巡
営
の
改
鵬
首
に
資
す
る
た
め
、
各
大

学
等
に
お
い
て
、
自
主
的
、
継
続
的
に
、
そ
の

組
織
及
び
違
営
の
全
般

K
わ
た
る
見
直
し
を
行

う
と
と
と
す
る
。

Z

見
直
し
実
施
機
関

国
立
学
校
特
別
会
計
構
成
緒
機
関
と
す
る
。

た
だ
し
、
学
年
進
行
、
整
備
途
よ
で
あ
る
念
ど

の
特
殊
事
情
を
有
す
る
も
の
は
除
〈
。

a
見
直
し
に
当
た
っ
て
の
留
意
躯
項

ω
各
機
関
は
、
検
射
の
た
め
の
委
員
会
等
を

鮫
け
て
検
討
を
行
う
も
の
と
す
る
。

ω
昭
和
田
年
度
以
降
、

5
l
6
年
間
以
内
を

目
途
に
所
属
の
全
部
局
等
（
附
属
施
殴
等
を

含
む
。
）
の
組
織
及
び
運
営
の
全
般
に
わ
た

p
、
体
系
的
に
見
直
し
を
行
う
も
の
と
す
る
o

m
具
体
的
念
見
直
し
K
当
た
っ
て
の
検
射
事

演
と
し
て
は
、
別
配
に
掲
げ
る
も
の
を
鯵
考

と
し
つ
つ
各
機
関
が
そ
の
実
情

K
応
じ
て
定

め
る
も
の
と
す
る
。

4

文
部
省
へ
の
報
告
等

各
機
関
w
h
b
け
る
見
直
し
検
討
状
況
及
び
そ

の
検
討
結
果
（
改
磐
針
画
を
含
む
。
）

K
関
し

以
下
の
よ
う

K
報
告
を
行
う
も
の
と
す
る
。

組

織

運

営

の

見

直

し

実

施

要

項

昭和59年5月21日（月曜日 Jス.:,. ーー教文（第三種郵便物欝可）

． 
状直~，，.告肘見結直
況検しける 関 項果し

報検 討見に

適 ま書概毎 報
で提算年 告

宜 出要度 時
時求、 期

繍B
式別Ge 機報

書 5 告
き版 稼 式書

10 10 部報
部 部

数告寄

B
配

（
多
考
）
見
直
し
陀
当
た
っ
て
の
検
討
事
項

ω
当
骸
機
関
の
位
置
付
け
、
内
部
構
成
及
び
今

後
の
在

P
方

と
れ
ま
で
に
＆
け
る
般
置
等
の
在

D
方
で

解
決
す
べ
き
問
題
は
念
い
か
。

全
国
的
観
点
や
長
期
的
視
野
に
も
立
ち
攻

が
ら
、
他
大
学
・
学
部
等
と
の
分
担
・
連
携

関
係
に
よ
る
再
編
成
や
機
関
の
整
序
・
純
化

の
可
能
性
は
左
い
か
。

特
色
あ
る
大
学
づ
〈

D
等
の
た
め
に
は
ど

う
あ
れ
ば
い
い
か
。
念
ど

ω
教
育
験
員
の
配
置
、
教
育
研
究
等
の
分
担
、

人
事
交
流
等
の
状
況
及
び
今
後
の
在

P
方

教
育
融
制
員
の
配
置
、
教
育
研
究
等
の
分
担

関
係
等
は
適
切
で
あ
る
か
。

人
事
交
流
そ
の
他
の
人
事
取
扱
い
の
上
で

工
失
・
改
善
す
べ
き
問
題
は
念
い
か
。

民
間
人
の
教
官
任
用
や
共
同
研
究
を
ど
民

間
能
力
の
活
用
は
ど
う
あ
れ
ば
い
い
か
。

な
ど

ω
教
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善
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在
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方
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成
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種
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導
等
の
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で
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・
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す
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き
問
題
は
を
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か
。

研
究
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行
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研
究
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果
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理学部の

定員問題について

〈引鏡〈蔵府の定員削減政策〉

1969年に始まった第1次定員削減は，現在の第

6次削減まで引続き強行されてきている。これに加

えて，最近は行政改革に伴ない，更にいくつかの定

員抑制措置がとられている。即ち，昨年4月以降の

「技能・労務職員等の探用抑制」（ 1988年12月行

管庁長官通知），および「定年制実施に伴う定員管

理上の措置J(1984年1月258閣議決定｝等である。

前者は「公務遂行上真に必要な場合以外は，行E

職員の採用は認めない。」 という乙とであり，民問

委託等tとより肩替りをせよというととである。民問

委託しようにも，昨今の厳しい経常費の鑓減の申で

は，その余地もなくなってきているのが実情である。

後者は， 「行政職員に対する新たな定年制の抱行

( 1985年8月81日施行）により，一時に大量に発

生する退職者の後補充については，真に必要な場合

を除き行なわない。J という措置である。乙の不補

充措置は，第6次定員削減数とは別に上乗せされる

減員措置であり，現在全国的にも京大でも大間閣に

なっている。

乙の他，大学では総長発令の定員外職員の8年以

上の継続雇用禁止措置も忘れることは出来ない。

〈理学部での定員の減少〉

理学部の場合についてみると，最高時190名の定

員内職員（ 1971年度，教君事職員を含む）から本年度

で153名まで削り込まれた。一方，定員外職員は，

段高時88名を数えたが，経常経費の伸び悩みと人件

費の高Eきのため半数以下の42名まで蹟少している。

この間，理学部内での仕事室は減少したわけでは

なく，予算規模でみてみると， 1974年度の約7.3

億円（物件費）の校費が，昨年度では14個引ζ達し，

大型施設整備貨を加えると， 20億円を超える額にな

っている。科研費等は 2.2億円から 5.4億円と鉱大

している。乙の10年闘に経常費に較べて設備費や，

科研費の大幅な伸びが目立っている。

乙のような状況の中で，顔学部では本年8月末に

定年退職の予定者は8名に達し，乙のうち，第6次

削減分と，前述の上乗せ減員数等を差引くと，補任

の可能性は約2名とのζとである。 ζのような状況

がつづけば，近い将来一部の教室では，定員内職員

が1～2名になってしまうと心配されている。

乙のように削減芯れてきた定員の仕事は，多数の

定員外職員によって支えられてきたのである。しか

し，乙れらの定員外職員の身分は不安定で待遇は慈

し長年に亘る矛盾が定員外織員の人逮の上に累積

している。理学部では，増員要求委員会’が対外的

活動ぞ続けていた時期はと色かく，震近では人件費

の高臆や，長期継続雇用禁止や採用抑制等の措霞の

ため，乙れらの人々は肩身の狭い思いをさせられて

いるのが実情である。あたかも「定員外験員が居る

のが惑いのだ。」 といわんばかりの気分が，大学当

局者や研究者の一部にまで及んできているのは本末

転倒も茜しく，極めて遺憾とE乙とである。

〈定員待ち制度と補任順位のJI,ール〉

一方，理学部では，定員削減に対応するため，精

員要求委員会による活動と並行して，定員問題検討

委員会による現実的対応措置が行なわれて来た。即

ち，各教室・施設に対する「仮定数の査定J, 「定

員待ら制度Jおよび「補任順位のルール」等の措置

＊（脚注）理学部では， 1971年6月， 自治懇談会等

での議論を経て， 「第2次定員削減および，定員化

を含めた定員外職員の問題について検討し，定員外

職員の実態調査の作業を行ない，それらに基づいて

提案を行なうJための，協議会の下部委員会として

「増員要求検討委員会」（後に「構員要求委員全j

となる。）が設置された（弘報34号）。 乙の委員

会は，発足から数年聞は，実態語査をふまえた対外

活動を熱心に行伝ってきたが，相つぐ定員削減の強

行i乙対し，その墜を破ることができず，乙乙数年間

は開店休業になっている。

-5-
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である。乙の鍾旨は，定員削減により生じた不足人

員は，学部全体として受けとめ，削誠前の人員を確

保する努力の一環として，不足人員を当面定員外職

員で補う場合， ζれを定員待ちリストに畳録し，そ

の人件費の基本的部分は学部が負担する乙ととし，

新たな増員等により定員内職員の補充が可能となっ

た場合，教室，施設問の均衡を図る意味で，不足人

員の割合に応じた補任の順位を定める色のである。

乙れらの制度は， m員への期待をっとEぎとEがら対

外的努力が続けられてきた聞は，定員外職員の身分

の安定化や，教室閣の均衡を図る意味で，一定の積

極的な役割を果してきた。と乙ろが，期待した増員

は実現せず，数次tζ亘る削減で定員が減らされ続け

る申で， 「補任順位のルールJは， l～2回の倒を

除けば近年まで殆んど適用される乙とと，＜推移し，

他方，校費（経常費）の｛市ぴの低下と，人件費の負

担増から，乙れらの制度を厄介視する空気が醸成さ

れるようになってきた。

昨年度になって，削減数を上廻る退験者があり，

「補任順位のルールJが適用されたが，乙の時には，．

第 6次の定員削減に加えて，前述の後任者採用抑制

措置がとられようとしており， 「真に必要と認めら

れる場合」以外の補任がむずかしく位りつつあった。

理学部の「補任順位のルールJでは，教室，施設

聞の均衡を図る上から，必ずし色退聡等によって新

たに欠員の生じた験場へ薗接補任するという乙とに

はならないので，後任者の必要理由を上申する際，

「迫力iζ欠ける」というのが，時計台あたりで言わ

れている乙とのようである。（勿論，時計台に迎合

する必要はないが，ひとりでも多くの獄員を確保し，

文採用するためには，迫力ある必要理由と，当該教

室および学部当局の本部に対する強力f，£働きかけが

求められるのは，昨今の厳しい定員事情からみて当

然であろうけ一方乙の「補任順位のルール」は，

配置転換等で験員が移動し，乙の為tζ生じた減員tζ

対しでも，近い時期に当該教室又は施設で補任が出

来るとは阻らないので，験員の配転希望は抑制され，

人事交流を困難にする要因を含んでいる。

今日のような厳しい定員削減と，後任者採用の抑

制が続く状況の下で，一人でも多くの定員を権保し，

後任者の補任の実現，あるいは定員外職員の定員化

を図るためには，学部内配転の円滑化と「補任順位

のルールの弾力的運用J等の措置が必要でははかろ

うか。（例えば，配転による定員内蔵員の移動と，

その援替としての「補任順位の移謹J等の配鐙」

〈定員外職員の定員化のために〉

色う一つの点は，補径が可能に伝った場合，一般

には，公務員試験合絡者からの探周が原則で，定員

外職員の協議採用は大変むずかしいとされている。

最近の国家公務員試験合格者の新規採用者が教室

等の職場に配置された場合，緩多ともいえる仕事の

多様性に加えて，教官や院生，学生等，多数のEっ

さまざまな階層の人々を相手に仕事をし往ければな

らないので，それぞれの職場に適応するのには多少

の年月が必要である。たの為，職場へ定着し切れとE

かった事例が過去にいくつか見受けられ，折角確保

されたポストが，結果的には有効に生かされなかっ

たケースもある。一定の経験を積んだ定員外職員の

定員化の場合は，乙のようとE不安は少はいと考えら

れる。

学部当局その他の報告によると．今回．定年退験

者の後任として，協議採用により定員外獄員の定員

化にあてる乙とのできる6等級のポストカ九各方面の努

力により確保されたと伝えられる。乙のようf.IまたとえE

い機会を有効に活か切＝めll::.各教室，施設にはそれ

ぞれの事情はあろうが．定員外犠員の定員化を実現さ

れるよう要望するものである．他方，乙の定員化をしや

すくする為の学部内の措盤として，教室聞の話し合t

いによる， E議員の配置転換と，これにともなう「補

任顧位の移譲J等，補任ルールの弾力的運用につい

ても速かな検討が行なわれる乙とを望むものである。

〈概算要求と定員問題〉

各教室や施設では，毎年それぞれ，岡有の研究の

発展計画に従って，概算要求により，講座や施設あ

-6-
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るいは大型設備の充実を図るべく努力されている。

このようとC概算要求には必要な行政験員の要求も

あわせて計上されるのが通例である。しかし昨今の

厳しい定員抑制政策の下では，教官にせよ，行政職

員にせよ，新規のii員を実現する乙とは大変困難と

されている。 ζの為，概算要求段階あるいは，文部

省折衝段階において，一都銀替えによるポストの確

保（例えば，助手を振替えて助教授にする，文は講

師を援替えて教授にする等の措置〉が行なわれる絹

合がある。教宮内部での振替えによる形での概算要

求の実現の場合は，実害を伴う乙とは少t~いかもし

れないが，行政職員のポストを援答えて教官を確保

するような形での概算要求の作成あるいは，その実

現を図る場合，極めて深刻な問題を惹起する乙とに

なる。

昨今のように，ただでさえ定員削減や採用抑制鎗

置により，減らされる一方の行政職の定数を，伺と

か一つでも確保しようと，学部ぐるみで努力してい

る時期であるが故に，行政職員を減らして，教官tζ

援り答えるような形での概算要求の実現の仕方は，

十分慎重で往ければならない。さもと£いと，教官と

職員との聞に深刻な亀裂を生み出すだけでなく，他

教室や施設にも波及効果をもたらし，長い目でみれ

ば全体としてマイナスになる恐れなしとし伝い。十

分自戒すべき乙とである。

〈定員削減と研究者の事務負担〉

相つぐ定員削減で駿員が減らされているにもかか

わらず，表面上は何とか各教室，施設の業君事はそれ

なりに遂行されているように見える。乙れは，職員

の仕事負担の増大に加えて，教官や研究者自身が怠

まざまな形で事務的な仕事や技術的t~仕事を負担し

ているからである。教育・研究そのものの仕事と，

乙れに関連する純事務的，純技術的仕事の聞には，

いろんなレベルの仕事カ瀦んど連続的に分布してお

り，乙こまでは事務的又は技術的仕事で，乙れから

先は，研究・教育の仕事であると，その境界を判然

と区分しにくい状況にある。このため教官又は研究

者は，好むと好まぎるとにかhわらず，仕事の進行

を図るために，以前は職員がカバーしていたような

事君事的又は伎術的な仕事も負担しているのが実情で

ある。特に助手層や，若手研究者Iζ対する乙のよう

な負担は年々港大しているように見える。一日一日

をみれば，大した事ではとEいようにみえるかもしれ

ないが，乙れが若手研究者の集中力を蝕ばんでい〈

としたら極めて嘆かわしい乙とである。勿論，教官

が，大学における事務の流れや仕組みについて無恥

無関心であって良いわけではない。大学が官僚支配

に屈せず自主的な運営を行なうためにも，教富主体

来の教育・研究の仕事」以外K，管理的な仕事も含

めその職階に応じた一定の仕事を遂行しなければな

らない責任を負っている。それにしても，以前は磁

員の人達がカバーしていた仕事色部分的にせよやら

ざるを得往くなってきている実情に恩をいたしてみ

る必要があろう。それと同時に，行政職員の置かれ

ている状況にも思いをいたし，相互理解と信頼関係

を深め，その上に立って個々問題に対処するととも

に，現在の厳しい定員問題の改善に努力する乙とが

特に必要であろう。

（本稿iま

懇談会での議論t乙もとづ〈ものである。 ／ 

-7-
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教官の特別昇給
について

一一一事実経過と問題点一一一

昨年9月，主任会議および協議会で，学部長より

教官iζ対する「特別昇給」の運用について報告があ

れ従前の運用方法では，一部不平等な面も見受け

られるので，今後は「機会均等」を旨として運用し

たいとの説明がなされた。組合では，従来「不均衡

是正Jや「階層間比例配分」を原則として，種々の

制約条件を勘案して候補者リストを作り，学部長と

の折衝において，組合の要求を提出して来た。

奨学部長の説明だけでは，従来の経過について誤解

を招くおそれも感じられるので，乙乙tと，事実経過

と問題点を述ぺる次第である。

〈公務員の特別昇給制度の変遷〉

公務員の特別昇給制度は，昭和28年4月に発足

し，当初4年聞は，定員の 5予ちを枠とし「1号俸」

昇給させるものであった。昭和82年4月からは，

定員の5%1乙対し「%号俸効果Jの昇給（実質半年

相当の昇給期間の短縮）に切り嘗えられた。昭和85

年 4月より，対象人数は定員の 10予仰と培えた。問

和 87年4月より，定員の 10%1ζ対し「1号俸昇絵j

tζ復活した。その後，昭和48年4月より，対象人

教が15予彰に増え，今日に至っている。当初から，

定員の 15ヲ彰の枠があったわけではなく，今日の人

数枠になってから 16年である。 したがって「平均

すると約7年に 1回の特昇Jというのは，最近15～

6年間のととである。

〈理学部における当初の運用状況〉

特昇制度発足当初の時期は，理学部では，該当者

の遷考は事君事長中心に行なわれていたらしく，実情

は不明であるが，当時，教務員（特に臓員〉の聞に

は，個々に不満があり，組合で調査したと乙ろ，個

々人により不均衡があった。そ乙で，組合の独自調

査と討議にもとづき，行政職員の候補者リストをつ

くり事務長と交渉するようになった。（昭和82年～

8年頃）。

その後，教宮の特界についてもいろいろ不満が聞

かれるようになったので，組合は強自調査にもとづ

き，友近学部長と交渉を行なった。（閉和85年｝。

当時は，教官の特昇候補者のリストも事務長が作

っていたようで，殆んどが教授の方で，年功顕であ

ったとの乙とである。結局その年の交渉以後は，教

官の特界候補者についても学部長交渉が行なわれる

ようにと＇I).教授外の階層への配分も婚えるように

なったとのζ とである。

昭和86年度からは（前年度より枠が10予紛乙培え

たわ組合は重量自調査に加え，学部側のデータも参

考資料として提供をうけ，特別昇給運用の基準につ

いて検討を重ね，学部長交渉を行なった（以後，乙

の方式が続けられてきた）。乙の頃から，学科の拡

充が始まり，教官の異動や新規採用も猶え始めた。

その中で，大学院を中退で助手に採用される人もか

なりあり，乙れらの人逮には，大学院修了者と較べ

て，構造的に初任給の格付けで 1～3号俸の絡差以

生ずるようになった（同じ学部卒業年次者での比較

において）。乙のため，組合は，それ以前の教授へ

の偏りの是正色合め，制積層（特に構造的格差が生

ずる助手層｝への配分を増やすよう婆求し，学部側

もそのよう配慮された時期も一時はあった。しかし，

10年余り前からは，特jjl揮給の遷周は教官の各階

層の比例配分で行主主われる乙とがほぼ定着してきた。

〈最近数年聞の組合の考え方と対応〉

昭和55年度の組合の教宮部会・助手部会では，

次の「府しあわせJにもとづき，候補者リストを作

り，学部長と交渉を行なった。

① 「特別昇給Jは，現行の給与制度内での不均衡

の是正にあてる。

＠配分は各階層の人数による比例配分とする。

＠ 各階層内での候補者の選考は，卒業年次を主主礎

とした標準昇給曲線と対比し，乙れに達しt.tい下

位の人から推薦する。

。。
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＠ 前記の各項にかかわらず，就任後10年余り特界

のなかった人，および前回の特昇以降， 10年余り

経過しいてる人を考慮する。

＠標準より，大きく下まわっており，かつ前回の

特昇以降，数年間経過している人については，年

長者から願tζ5回目の特昇の候補者として推薦す

る。（当時は同一人の般多特昇回数は4図までと

されていた。）

組合の調査によると，教官としての採用時の年令

や経歴によって，周年卒業者あるいは周年令者間で

も，かなりの号俸差があり（ひどい掲合は， 5～6

号俸差），乙の絡差は，そのままでは将来に亘って

永続する性格のものなので，その不利益を，少しで

も是正しようというのが組合の主主E考え方であった。

文，第4項の趣旨は，当時，特昇の人数枠が，定

員の 15$桜にとEってから，ほぼ12年を経過しており，

単純平均では， 7年に1固くらいの智治で，特界が

まわってくる乙とになるが，格差是正のために，そ

の配当人数の一部を運用する乙とを考慮して， 10年

余りの期間を目安として特昇がー循する乙とを予怨

した。

昭和57年度において， 山口学部長との交渉でIi.

教授層の中には，特昇回数が平均より少佐い人があ

るとと，および， 58才以降の昇給停止’にかかると，

＠各階層内では，大学学部卒業年次について不均

衡巻是正するよう行なう。

＠上記にかかわらず，長期にわたって特界のない

人については考慮する。

＠停年に近い高年令の人についても，不利になら

ないよう配慮する。

＠ 特別昇給の資料および，紡果は明らかにする乙

と。

ζれに対し奨学部長からは， 「内容は良く理解で

き，配慮したい。ただし，①，＠が原則というとと

で往し全体について配慮，考慮する。長期未特界

者の解消については，前年度の指置でまだ解消し切

れていない。結果については，人事の事でもあり，

公表するつもりは伝い。特昇に関する資料を明らか

にするか，どうかは検討したい。」との回答があった。

その後，資料は明らかにされていない。

昭和59年度についても， 同じ申し入れをしまし

たが，回答は同じであった。

く問題点〉

現在，特昇の結果が明らかに怠れていえEいので詳

細はわからないが，調査したと乙ろによると， 「勤

続年数による平均化Jを基準に運用されているよう

である。階層別の配分比についても不明である。

勤続年数による「機会均等」は，一見，公平のよ

救済が困難になるので乙の年の特界は，乙れらの人 うにもみえるが，任用時における栂造的な不事溢や，

（主i乙教授層）に多くあてたいという意向が述べら 経麗換算における不利益等の是正の問題が残る。

れ， ζれは，ほぽ1年で解消できる予定とのことだ 又，特鼻の人数仲が定員の 159杉となったのは，冒頭

ったので，組合側も了承した。しかし，特昇の結果， でも述べた通り，鐙近の 16年間の乙とであり，それ

および資料が提示されなかった点については抗議

そした。

昭和58年度については，奨学部長lζつぎのよう

な申し入れを行はった。

① 特別昇給の人数は，教官諸階層の縫成人数比と

する乙と。

併） 昭和55年度より，国家公務員に対して， 56才

からの昇給延伸（ 16ヶ月で1号昇給），および58

才からの昇給停止の賃金抑制策が実施された。

以前の 15年聞は， 5～10%であったのfごから， ζれ

を現在の水準で，平均化しようとすれば，返って，

長期勤続者に比重がかかる乙とにとEる。

特別昇給制度の運用については，勿論いろいろな

考え方があり得るが，「機会均等J' 「公平Jを原

則とする限り．その運用方針と，それにもとづく

結果が，明らかにされて，さまゴまな疑問や批判

tζζたえられるようになっている乙とが肝要であ

る。

-9-
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組合では，長年の討議と，各時期における政府の

公務員給与制度の改訂や，抑制措置を考慮して，前

記のような方針Iζ到達したのである。近年，種々の

賃金抑制政策が強められ，これを利用して，公務員

の分断が図られてきているが， ζのような狙いに乗

ぜられないためにL 運用の結果は明らかにされ，

批判に耐えるものでなければならないと考える。

．ヰ品るず

そして，より基本的Iとは，今日のさまざまな賃金

攻撃をはね返すために力を合わせていくことが肝要

でみる。

（助手部会賃金問題担当者）

-10一
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